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事業事前評価表 
 

 
Ⅰ．対象事業名 
国名：ベトナム社会主義共和国 
案件名：ハノイ市環状 3号線整備事業 
L/A調印日：2008年 3月 31日 
承諾金額：28,069百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府 
Ⅱ．本行が支援することの必要性・妥当性 
１． ベトナムにおける道路セクターの現状と課題 
ベトナムでは経済成長に伴い急激な都市化やモータリゼーションが進展しており、それに

伴う交通需要の増加や交通渋滞の慢性化が多大な経済的損失をもたらしている。 
ハノイ市では、人口が 2000年の 274万人から 2006年には 322万人に達し（2020年には

450 万人と予測されている）、市内道路交通量が急激に増加する一方、市内道路網や周辺の
地域間を繋ぐネットワーク整備の遅れや、公共交通の利用が他のアジアの主要都市と比べて

も進んでいないこと等がボトルネックとなり、市内中心部の道路混雑は深刻化しており、効

率的な経済社会活動を阻害する要因となっている。周辺の地域間の交通を改善してハノイ市

内への流入車両・通過交通を抑え、交通渋滞を緩和し、物流を効率化することが必要とされ

ている。このような状況に対し、ベトナム政府（運輸省）はハノイ市環状 3号線の整備を進
めている。これまで、ハノイ市北部の空港から市の西側へ向う西側区間、ADB の支援によ
る市の東側の区間が整備されており、また、本行支援による「紅河橋建設事業（フェーズ I、
II、III、IV：それぞれ 1999年度、2001年度、2003年度、2005年度承諾）」において、市
の南東側区間の建設に着手している。 
２． ベトナムにおける道路セクター政策 

2000年に作成された「全国交通開発マスタープラン（～2010年）」では、2010年までに
効率的な交通ネットワークの構築、ハノイやホーチミン等の都市交通における公共交通網の

整備が掲げられている。「2010年までの道路開発マスタープランと 2020年までの方向付け」
や、「ベトナム５ヵ年社会経済開発戦略（2006～2010）」においては、特にハノイやホーチ
ミンといった都市部の基幹道路整備の重要性が指摘されている。特に都市における交通イン

フラ整備が不十分で、交通渋滞への対策が引き続き重要な課題であるとしている。本事業は、

ハノイ市環状 3号線において整備が未着手の南西区間の整備を行うものであり、これにより
当該環状線の大部分が整備されることとなる。特に、同市西方約 30kmにあるホアラック・
ハイテクパークから、同市東方にあるハイフォン港、カイラン港（北部ベトナムの主要港湾）、

及び同市北方にあるノイバイ空港へのアクセスを改善することとなり、貨物輸送の効率化と

市内交通の改善が期待される。 
また JICA支援により実施された 2020年を目標とした都市交通を含む各分野の都市開発
マスタープランを策定する調査「ハノイ市総合都市開発計画調査」（2007年 3月完了）にお
いても環状道路の建設計画が優先度の高い案件として提案されている。 
３． 本行の援助方針との整合性 
本行は海外経済協力業務実施方針(2005～2007年度)において、「持続的成長に向けた基盤

整備」を重点分野として位置づけ、経済社会活動の基盤となる運輸等の経済インフラ整備を

支援するとされている。本事業はハノイ市において環状道路を建設することにより、市内交

通の混雑解消の他、ベトナム北部地域における物流の改善を通じて同地域の経済成長に資す

るものであり、本行の支援方針と一致している。以上より、本行が支援することの必要性・

妥当性は高い。 
 



2 

Ⅲ．事業の目的等 

本事業は、ハノイ市環状 3号線の内、国道 32号線との交差地点からリンダム湖北側まで
の区間を建設することにより、増加するハノイ市及び周辺地域の交通需要への対応を図り、

もって同地域の経済発展に寄与するものである。 

Ⅳ．事業の内容 

1. 対象地域名：ハノイ市 
 

2. 事業概要 
(1) ハノイ市環状 3 号線のうち国道 32 号線との交差地点からリンダム湖北側までの区間
（約 8.9km、うち高架部約 8.5km）の建設 

(2) コンサルティング・サービス（施工監理等） 
 

3. 総事業費 
総事業費：33,333百万円（うち、円借款対象額：28,069百万円） 
 

4. スケジュール 
 2008年 1月～2011年 12月を予定（48ヶ月）。工事完了をもって事業完成とする。 
 

5. 実施体制 
(1) 借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 

Viet Nam） 
(2) 実施機関： ベトナム運輸省道路局（Vietnam Road Administration：以下、「VRA」） 
(3) 操業・運営／維持・管理体制：VRA 

 
6. 環境及び社会面の配慮 
(1) 環境に対する影響／用地取得・住民移転 
① カテゴリ分類：A 
② カテゴリ分類の根拠： 本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイド
ライン」（2002 年 4 月制定）に掲げる道路セクター及び、影響を及ぼしやすい特性
に該当するため、カテゴリ Aに該当する。 

③ 環境許認可： 本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は 2007年 11月にベトナム
運輸省（Ministry of Transport）により承認済み。 

④ 汚染対策： 建設工事中、供用時における大気汚染・騒音については、車両の排気量
規制や遮音壁の設置等による緩和策をとる。 

⑤ 自然環境面： 事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺
に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 

⑥ 社会環境面： 本事業では、約 12haの用地取得を伴い、770世帯の住民移転 が発生
するため、同国国内法に基づく住民移転計画に沿って補償・移転が実施される。 

⑦ その他・モニタリング： 本事業では、建設工事中についてはプロジェクトマネジメ
ントユニット（タンロン PMU：Thang Long PMU）が、供用時には VRAが大気質・
騒音・振動等についてモニタリングする。 

(2) 貧困削減促進：特に無し。 
(3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）：
入札書類にエイズ条項を含めるものとし、工事請負契約者が工場労働者に対しエイズ感
染症対策を実施する。 

 
7. その他特記事項：特に無し。 
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1 PCU(Passenger Car Unit): 乗用車、バス、トラック、バイク等、多種類の機関による交通量を乗用車一台分に換算し
た指標。 
2 本指標の対象区間は、本事業範囲を 3分割した中で最も多くの交通量が見込まれているチュンホア IC、タンシャン IC
間。 
3 本指標の対象区間は、本事業範囲であるマイズィ ICから North Linh Dam Lakeまでの区間。 
4 予測交通量の 1/2（日常的な利用としては一日一往復と考えるため）として算出したもの。一日の乗客数（2014年）
376,802×1/2 ＝ 約 188,000人 

Ⅴ．事業効果 
1. 運用・効果指標  

指標名 
基準値 

（2007年実績値） 
目標値（2014年） 
[事業完成 2年後] 

年平均日交通量（PCU/日）1,2 - 95,000 
所要時間の短縮（時間/PCU）3 - 0.31 

 
2. 受益者数 

約 19万人4（予測交通量に基づき算出） 
 

3. 内部収益率（経済的内部収益率） 
以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は、12.0％となる。 
【EIRR】 
費用：事業費（建設費、運営･維持管理費。税金は除く。） 
便益：従来の車両運転費の節減、経済損失効果等 
プロジェクト・ライフ：30年 

Ⅵ．外部要因リスク 
 特になし。 
Ⅶ．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の道路分野における類似事業の事後評価においては、適切な道路の維持管理の為には

現場担当者の育成が重要であるという点が指摘されている。これを踏まえ、本事業では、維

持管理の所轄機関である VRA職員の能力向上をコンサルティングサービスに含める予定で
ある。 

Ⅷ．今後の評価計画 
1. 今後の評価に用いる指標 
(1) 年平均日交通量(PCU/日) 
(2) 所要時間の短縮(時間/PCU) 
(3) 経済的内部収益率 EIRR（％） 
 

2. 今後の評価のタイミング  
事業完成 2年後 




